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行財政改革実施計画

中 央 市
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第６章 実施計画

第１節 市役所改革
① 組織の見直し

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．分庁方式の

見直し

新たな行政課題や多

様な市民ニーズに即

応した、効率的な行政

運営を図るため、「分

庁方式の継続」「庁舎

統合」「新庁舎建設」

等の方向性を示しま

す。

○ → →

検 討

委員会

設 置

● → 総務課

全 課

２．組織機構の

見直し

簡素で効率的な、市民

に分かりやすい組織

体制の構築を図りま

す。

○ ◎ → → →
総務課

全 課

② 職員提案による改革改善の推進

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．職員提案制

度の充実

職員提案を活性化す

るため、提案方法や審

査基準の見直し等を

行い職員提案制度の

充実を図ります。

○ ● → → →
政策秘書課

全 課

２．部課内の意

見 交 換 の

場の充実

個々の意見を汲み取

ることのできる風通

し良い意見交換の場

の充実を図ります。

● → → → → 全 課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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③ 人材育成の推進・人事評価制度の導入

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．職員の育成

人事評価制度と研修

制度の連携を図り、

地域固有の政策課題

や多様化する住民ニ

ーズに対応できる、

自ら考え行動する職

員の育成を図りま

す。

○ → ◎ → → 総務課

２．人事評価制

度の導入

庁舎内に検討委員会

を設置し、中央市に

あった制度の構築に

向けて検討していき

ます。また、一定期

間試行し、制度の修

正等を行い本格導入

します。

○

検 討

委員会

設 置

◎ ●

人事評

価制度

導 入

→ →

総務課

全 課

３．人事交流の

推進

住民ニーズによる事

務量の増加と職員の

削減に伴い、職員数

に余裕があるわけで

はありませんが、2年

に 1 度程度の人事交

流ができるよう交流

先等を検討していき

ます。

○ → ● → → 総務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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④ 事務処理等の簡素効率化

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．事務決裁規

程 の 見直

し

意思決定の迅速化を

図るため、事務決裁規

程を見直し、事務処理

権限は可能な限り下

位の職へ権限委譲を

進めます。また、職務

へのスピード意識の

高揚を図ります。

○ → ● → →
総務課

全 課

２．窓口業務の

マ ニ ュア

ル化

窓口業務における申

請受付等をマニュア

ル化し、課員全員が迅

速に対応できるよう

にします。

●

随時

実施

→ → → →

関係課

３．自動交付機

に よ る各

種 証 明の

発 行 の拡

大

市民カードを更に普

及させるとともに、住

民票や印鑑証明以外

の各種証明が発行で

きるよう交付内容を

拡大し、利便性の向上

を図ります。

○ → → → ◎
市民課

税務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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第２節 財政改革

① 財政運営の効率化・健全化

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．財政状況の

公表

国の指針に基づき、財

務４表（貸借対照表、

行政コスト計算書、資

金収支計算書、純資産

変動計算書）を作成し

公表するとともに、積

極的な財政情報の公

表に努め、信頼される

財政運営を目指し透

明性の確保を図りま

す。

○

ワーキ

ンググ

ループ

設 立

● → → →

財政課

２．市債発行の

抑制

新たな財務指標であ

る実質公債費比率を

抑制するため、公債費

に係る適確な管理と

運用を行い、財政運営

の健全化、後年度負担

の抑制を図ります。

◎ ● → → →

財政課

３．経費の節減

事業や保守に伴う経

費又、物品の購入や印

刷等事務費に至るま

で、必要性について原

点に立ち返り、全庁的

な見直しを行い経費

の節減を図ります。

●

随時

実施

→ → → →

全 課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続

実質公債費比率を 18.0％以内に保つ



- 26 -

② 公共投資の重点化とコスト削減の推進

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．入札・契約

制 度 の改

善

県内外市町村の動向

を注視し、引き続き一

般競争入札の試行の

継続・拡大を行ってい

きます。

また、同時に価格・品

質両面で優れた公共

工事の施工と、地元企

業育成の観点を考慮

した、「総合評価方式

の試行・拡大」、「工事

成績評定の導入」を実

施していきます。

◎ → → → ● 管財課

２．建設コスト

削 減 の推

進

設計時における建設

コスト縮減や、工期の

短縮等による時間的

コストの縮減を目指

し、調整会議等の更な

る充実を図ります。

●

随時

実施

→ → → →

関係課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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③ 人件費の抑制

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．特別職報酬

の見直し

平成１９年度におい

て、特別職報酬の見直

しを行いましたが、厳

しい財政状況下であ

るため、再度見直し検

討をします。

○ → ● → → 総務課

２．役職員等報

酬 の 見直

し

役職員の職務内容と

報酬額が妥当か検討

します。

○ → ● → → 総務課

３．職員数の抑

制

定員適正化計画を策

定し、常に効率的な職

員配置に努めるとと

もに、新規の職員採用

を抑制することによ

り、計画的に職員数の

削減を図ります。

○ → →

定員適

正化計

画策定

● →

総務課

４．手当の総点

検 を はじ

め と する

給 与 の適

正化

職員の適正配置や事

務事業の見直し及び

改善等を行い時間外

手当の削減を図ると

ともに、各種手当ての

見直しを実施します。

● → → → → 総務課

５．臨時職員の

見直し

各課の適正な臨時職

員数を把握し、削減計

画を作成し、計画的に

削減していきます。

○ ● → → → 総務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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④ 市単独補助金の見直し

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．補助金等の

整 理 合理

化

庁舎内に検討委員会

を設置し、補助金の目

的及び社会情勢等を

勘案し統一した評価

基準を策定し、聖域な

く整理・統合・廃止を

行います。また、長期

化、恒常化している奨

励目的の補助金を見

直すとともに、実績報

告の確認・精査を強化

します。

○

検 討

委員会

設 置

◎ → → →

全 課

２．協働団体へ

の 補 助金

の集約

市の事業等に積極的

に参画（協働）してい

る団体等に対し、補助

金の集約ができる施

策の検討を行い、より

協働への意識が市民

に定着できるように

努めます。

○

検 討

委員会

設 置

→ ◎ → →
関係課

平成 19 年度の実績数値を基に５年間で

2,200 万円（10％）の削減を目指す。

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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⑤ 受益者負担の適正化

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．使用料等の

見直し

受益者負担の公平性

を確保するという観

点に立ち、継続的な運

営努力と適正な受益

者負担の原則に基づ

いた料金設定と定期

的な見直しを行うた

めに、庁舎内に検討委

員会を設置します。

○

検 討

委員会

設 置

● → → →

関係課

２．施設使用料

の減免・免

除 の 見直

し

「減免・免除」してい

る団体等については、

他の施設使用者との

公平性等を勘案し、減

免・免除の見直しを行

います。

○

検 討

委員会

設 置

● → → →

関係課

市の厳しい財政状況

や少子化等の社会情

勢を勘案し、保育料を

定期的に見直すとと

もに、保育サービスの

維持や充実に向けた

財源の確保を図りま

す。

○ → → ● →
子育て

支援課

３．保育料・給

食 費 等の

見直し
給食運営委員会で、社

会情勢等を勘案し、給

食費の見直しを実施

していきます。

また、父兄への現状説

明と理解を得られる

ような事前周知の徹

底を図ります。

○ ● → → → 教 育

総務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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⑥ 歳入の確保

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

市民税・法人税・固定

資産税等について現

年度分の収納率を、全

国平均以上を目指し

ます。

●

現年度分

目 標

97.1％

→

現年度分

目 標

97.4％

→

現年度分

目 標

97.8％

→

現年度分

目 標

98.2％

→

現年度分

目 標

98.6％

税務課

税の過年度分の収納

率を、全国平均以上を

目指します。

●

過年度分

目 標

20.0％

→

過年度分

目 標

21.0％

→

過年度分

目 標

22.0％

→

過年度分

目 標

23.0％

→

過年度分

目 標

24.0％

収納課

国民健康保険税の収

納強化週間を年 4 回

設定し、電話催告･夜

間休日の臨戸訪問を

実施します。

◎

現年度分

目 標

93.0％

●

現年度分

目 標

93.4％

→

現年度分

目 標

93.8％

→

現年度分

目 標

94.2％

→

現年度分

目 標

94.6％

保険課

納付者の利便性の向

上のため、コンビニエ

ンスストアーで収納

できる制度の検討を

行います。

○ → ● → → 関係課

納付者の利便性の向

上のため、ペイジーの

導入を検討します。

○ → ● → → 関係課

１．収納率の向

上

市民が納付する市税

等の公金について、納

付者の利便性を向上

するため、休日・夜間

窓口の開設をし、収納

率の向上に努めます。

○ ◎ ● → → 関係課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

２．ビジネスパ

ー ク 等へ

の 企 業誘

致の推進

国・県の助言や支援を

受け、積極的に優良企

業を誘致することに

より、本市経済の活性

化を図ります。

○ ◎ ● → →
商 工

観光課

３．ホームペー

ジ や 封筒

等 へ の有

料 広 告掲

載

財源確保手段として、

ホームページや封筒

等への有料広告を掲

載することを検討し

ます。

○ ◎ ● → →
政策秘書課

全 課

４．国・県の補

助 金 等の

確保

事業の実施に関し、

国・県の補助金等の制

度を的確に把握し最

大限に活用します。

● → → → → 全 課

５．市税等収納

対 策 の強

化

納税等の公平性と信

頼性を高めるため、債

権管理のあり方につ

いて検討し、市の公債

権・私債権について統

一的な取り扱いを目

指し、債権管理条例の

制定も視野にいれ検

討します。

○ → ● → →
収納課

関係課

６．新税の導入

検討

庁内に検討委員会を

設置し、基礎資料等の

作成と導入の検討を

行います。

○ → → → ● 関係課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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第３節 行政サービス改革

① 市民協働

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

市民と行政が、相互

の立場や特性を尊重

しつつ、相互の役割

を明確にした上で、

対等な立場として、

共通課題の解決や共

通の目的の実現に向

けて、協力していけ

る施策を推進してい

きます。

●

随時

実施

→ → → →

関係課

市に事務局がある法

定外の任意団体の調

査を行い、行政の責

任領域を明確にし、

各種団体の自立促進

を図ります。

○ → ◎ → ● 関係課

協働において主体的

な役割を果たす「自

治会」の自治会長に

「協働」に関する研

修等を実施すること

で、自治会全体の意

識高揚を目指しま

す。

◎ ● → → → 総務課

１．市民と行政

の 協働の

推進

自主防災組織による

自発的な防災訓練を

実施します。

● → → → → 総務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

２．ホームペー

ジ 等によ

る 情報発

信の充実

住民の意見提出制度

（パブリックコメン

ト）など、ホームペ

ージ等を活用した積

極的な情報公開を進

めるとともに、住民

ニーズの把握に努め

ます。

◎ → → ● →
政策秘書課

全 課

３．公募委員の

積 極的な

登用

市民意見を広く取り

入れ市政の推進を図

るため、委員の改選

時等に公募委員の登

用促進を図ります。

●

随時

実施

→ → → →

関係課

４．審議会・委

員 会等へ

の 女性の

登用

審議会や委員会等へ

の女性委員の登用を

積極的に行い、市政

への参画機会を拡充

します。

●

随時

実施

→ → → →

関係課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続

女性登用率を国の目標値である

30％の達成を目指す。
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② 公共施設等の運営

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

合併に伴い、膨大な公

有財産が存在するた

め、公有財産台帳を統

一し施設管理の効率

化を図ります。

◎ → ● → →
管財課

関係課

１．公有財産の

有効 利用

の推進

庁舎内で施設の検討

委員会を設置し、公有

財産利活用方針の策

定を行い統廃合や、不

要財産の処分を推進

していきます。

○

検 討

委員会

設 置

◎

利活用

方 針

策 定

→ → →

管財課

関係課

市民ニーズに対応し

た管理運営を行うと

ともに、指定管理者制

度の導入施設の拡大

を検討し効果的・効率

的な運営を実現しま

す。

◎ → → → →

政策秘書課

管財課

関係課

中央市保育所民営化

検討委員会を設置し、

他市町村の例の検証

や市民の意見を取り

入れながら、検討を進

めていきます。

○

検 討

委員会

設 置

→ → ◎ ●

子育て

支援課

２．各種施設の

民間 委託

等の推進

田富地区の各小中学

校の給食施設につい

て、検討委員会等によ

り自校方式の継続や

共同調理施設の設置

を検討して行きます。

また、民間委託につい

ても検討します。

○

検 討

委員会

設 置

→ → ◎ ●
教 育

総務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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③ 事務事業の整理統合等

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．行政評価の

導入

市の説明責任の遂行

能力向上を図るため、

行政評価を導入し、事

務事業の整理統合等

やＰＤＣＡサイクル

（マネジメントサイ

クル）の確立を行い職

員の仕事に対する考

え方の改革を進めま

す。

○ → ◎ → ●
政策秘書課

全 課

④ 合併協定項目等の早期調整

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．合併協定項

目 の 問題

点 の 洗い

出し

合併協定項目の未調

整部分について、早急

に洗い出しを行い、解

決に向けて協議・調整

を行います。

○ ● → → → 全 課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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⑤ 電子自治体の推進

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．電子申請・

届 出 シス

テ ム の拡

充

申請・届出手続の電子

化を推進し、市民の利

便性の向上、及び業務

の省力化･効率化を図

ります。

○ → ◎ → ●
総務課

関係課

２．電子入札シ

ス テ ムの

導入

電子入札システムを

導入することで、事務

の効率化、諸経費の削

減、透明性の向上、入

札参加機会の拡大を

図ります。

○ → → ◎ ●
総務課

管財課

３．防災・防犯

情 報 の提

供

消防庁が整備を推進

している、緊急時に防

災・防犯情報を市民に

いちはやく効率的に

配信できる全国瞬時

警報システムの実現

に向け、市の防災無線

のデジタル化を推進

していきます。

● → → → → 総務課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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⑥ 情報公開の徹底

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．市政情報の

積 極 的な

公開

「行政運営に関する

情報を共有すること」

と「市民が行政運営に

参画すること」を目的

とし、更なる情報公開

の推進を図っていき

ます。

● → → → → 関係課

⑦ 市出資法人の見直し

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

１．出資法人の

経 営 健全

化

出資法人の経営の適

否が市の行政運営に

重大な影響を及ぼす

ことから、経営の健全

化に向けた経営改革

を促進します。

○

検 討

委員会

設 置

● → → →

関係課

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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⑧ 地方公営企業の経営健全化

実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

国の指針に基づき、財

務４表（貸借対照表、

行政コスト計算書、資

金収支計算書、純資産

変動計算書）を作成し

公表するとともに、積

極的な財政情報の公

表に努め、信頼される

財政運営を目指し透

明性の確保を図りま

す。

○

ワーキ

ンググ

ループ

設 立

● → → →

地方公営

企 業

（関係課）

各地区の供給形態や

経営状況等を勘案し、

料金改定の検討を実

施します。

○ → → → →
水道課

（上水道

・簡易水道）

現状は、検針･閉開栓

業務をシルバー人材

センター等に委託し

ていますが、その他の

窓口業務につき、民間

委託の検討を実施し

ます。

○ → ◎ → ●
水道課

（上水道

・簡易水道）

１．経営改革の

推進

現状は、保守点検のみ

民間委託しています

が、その他の施設の民

間委託の検討を実施

します。

○ → ◎ → ●
水道課

（上水道

・簡易水道）

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続
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実施予定年度
実施項目 実施内容

20 21 22 23 24
担当課

納入者の利便性向上

のため、コンビニエン

スストアーにおいて

収納する制度を導入

します。

○ ● → → →
水道課

（上水道

・簡易水道）

水洗化率の向上を目

指し広報誌等を通じ

効率的な推進を図る

とともに、収入支出バ

ランスを調整しつつ、

料金体系の見直しを

行います。

◎ → → → →
下水道課

（公共下水

道）

１．経営改革の

推進

生ゴミ乾燥施設及び

汚泥肥料化施設の維

持管理のあり方を検

討するとともに、料金

体系の見直しを行い

ます。

○ ◎ ● → →

下水道課

（農業集落

排水）

凡 例

○：検討・調査

◎：試行又は一部実施

●：実施

→：継続

平成 24 年度までに、水洗化率 90％以

上を目標とする。


